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研究成果の概要（和文）： 都市型中間施設の概念を実践的に検討し、実践的研究に基づいて、

インクルーシヴな地域社会創成に向けた都市型中間施設の効果を次の各点から示した。①さま

ざまな人たちや多様な社会問題と出会う機会が多いほど、個別の社会問題に対する当事者性が

深まる傾向があることを示した。②特定の社会問題に主体的に取り組むことによって、その他

のさまざまな社会問題への関心や行動にもつながっていく可能性を示した。③多様な人々が自

由に出入りする空間に、意図的にマイノリティの参加を促すことによって、参加者全体にイン

クルーシヴな社会をめざそうとする機運が生まれる傾向を示した。④インクルーシヴな社会を

めざす途上で、一定の統制された環境の下では、多様な他者の間に起こる葛藤が社会的紐帯を

強化することがあることを示した。また、韓国におけるインクルーシヴな地域社会創成に向け

た実践的と連携した共同研究も実施し、東アジア的風土の固有性を踏まえた実践のあり方や方

法についての議論を深めた。 
 
研究成果の概要（英文）： We examined the concept of urban intermediate institutions, and 
demonstrated its ability to contribute to the effort for inclusive society.  We demonstrated 
by action research as follows; 1) when a person has chance to meet diverse people and many 
social problems, he/she tends to deepen the consciousness of the individual social problem. 
2) when a person spontaneously acts to solve a particular social problem, he/she tends to 
extend the interest and action on the other diverse social problems.  3) controlled inclusive 
situation where minority people participate among others tends to make participants 
attempt to generate inclusive society.  4) conflicts among diverse people in practices for 
inclusive society have potential to strengthen social ties in certain controlled environment.  
Also we collaborated with Korean practices for inclusive society and deepen the concept 
and methodology of practices under the locality of East Asia. 
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１．研究開始当初の背景 
 社会的排除 social exclusion、その対義語
である社会的包摂 social inclusion は、と
もに国連や EU などを通して、世界各国が連
帯して取り組もうとしている現代的課題を
表現するキーワードとなっている。問題とな
っているのは、多くの個人や集団が多元的か
つ構造的に排除され、権利や制度を享受でき
なくなっている状態であった。社会的排除を
改善し、インクルーシヴな社会を創成するた
めの留意点として、第一に単一の課題のみに
着目するのではなく、諸課題の絡み合いに着
目すること、第二に社会的に排除されている
人たちの自助努力だけでなく、公的な援助を
含め、すべての社会構成員全体の協力を中心
に考えざるをえないことなどを挙げること
ができる。社会的排除の問題が深刻化する背
景には、社会の機能分化が進み、社会的紐帯
を形成する基盤が弱体化していること、社会
サービスが専門特化しすぎた商品となって
しまったこと、私的領域が拡大しすぎてしま
ったことなどがあるからである。本研究では、
こうした社会的背景に基づき、地域社会にお
けるインフォーマルな関係形成による自律
的課題解決を支援するしくみとして「都市型
中間施設」という概念を位置づけ、実践的研
究を行った。 
 
２．研究の目的 
 社会的排除に抗するインクルーシヴな社
会を形成するための、地域社会における都市
型中間施設も出る及び活動モデルを創出す
る。 
 
３．研究の方法 
 私たちが設立・運営している実践的研究の
フィールドである「のびやかスペースあー
ち」を舞台にして、都市型中間施設の理念に
基づく実践をモデル化し、その効果を考察す
る。また、インクルーシヴな社会を形成する
ための実践を支える人々の意識を調査し、実
践モデルの切り口の妥当性を検証する。さら
に、海外のインクルーシヴな社会をめざす実
践と連携し、文化的背景に基づく実践モデル、
活動モデルを見当する。 
 
４．研究成果 

都市型中間施設の概念を実践的に検討し、
その概念を体現するモデルとして「のびやか
スペースあーち」（神戸大学大学院人間発達
環境学研究科ヒューマン・コミュニティ創成
研究センターのサテライト施設）を運営し、
実践モデルを形成した。この施設モデル、実
践モデルを通して実践的研究を行うことを
通して、インクルーシヴな地域社会創成に向
けた都市型中間施設の効果を次の各点から

示した。 
1) さまざまな人たちや多様な社会問題と
出会う機会が多いほど、個別の社会問題に対
する当事者性が深まる傾向があることを示
した。これは、実践的研究の中で形成された
問題意識を軸に行った都市部住民を対象と
したアンケート調査の結果によって明らか
になった知見に基づく成果である。 
2) 特定の社会問題に主体的に取り組むこ
とによって、その他のさまざまな社会問題へ
の関心や行動にもつながっていく可能性を
示した。これも、都市部住民を対象としたア
ンケート調査の結果によって明らかになっ
た知見に基づく成果である。 
3) 多様な人々が自由に出入りする空間に、
意図的にマイノリティの参加を促すことに
よって、参加者全体にインクルーシヴな社会
をめざそうとする機運が生まれる傾向を示
した。これは、都市型中間施設の実践モデル
を形成している「のびやかスペースあーち」
における利用者悉皆調査によって得られた
データを分析した成果である。 
4) インクルーシヴな社会をめざす途上で、
一定の統制された環境の下では、多様な他者
の間に起こる葛藤が社会的紐帯を強化する
ことがあることを示した。これは、都市型中
間施設としてモデル化した「のびやかスペー
スあーち」における実践的研究の成果として
表れた知見である。 
 インクルーシヴな社会をめざす実践をめ
ぐる知見を生み出す研究方法論として、エピ
ソード分析に基づく質的研究の方法論を提
示することができたのも、私たちの研究の中
では大きな成果となった。これは、実践的研
究の深化に伴い、インクルーシヴな社会が、
住民間の相互性、共同主観、感情の交流とい
ったことを重要な要素としていることが明
らかになったことにより、それらの諸要素を
組み込んだ研究成果の示し方を模索する中
で選び出された方法論である。 
また、主に韓国におけるインクルーシヴな

地域社会創成に向けた実践的とも連携し、東
アジア的風土の固有性を踏まえた実践のあ
り方や方法についての議論を深めた。イギリ
ス、中国等、また日本においてインクルーシ
ヴな地域社会創成に向けた実践的研究を行
っている実践者・研究者とも討議を行う機会
を積極的に設け、文化と実践との関係につい
ての認識も深めた。 
研究成果報告書を毎年冊子体にまとめ、実

践と研究との双方向的なコミュニケーショ
ンに役立てたことも、研究成果の一部という
ことができよう。 
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